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1. はじめに 

 夏場の海の事故の多くは、離岸流の仕業だと考えられている。離岸流はい

ったん発生した後、1 ヶ月近くも同じ地点で発生し続けることもあれば、2 時

間後には発生位置を変えてしまうこともある。1)しかし、離岸流の海水浴中等

の事故等については高橋ら 2),石川ら 3 ）の研究があるがあまり見当たらない。

そこで、本研究は、海上保安庁統計年報 4)や日本ライフセービング協会の

「ANNUAL REPORT」5)より、全国の遊泳者の事故に関する検討を行い、離岸

流の観測を試みることを目的とした。 

2. 調査方法 

全国の遊泳者の水難事故の事故割合は、海上保安庁が報告してい

る「海上保安統計年報」4)のデータを平成 10 年～令和 2 年、「海難

の現況と対策」6)のデータを平成 24 年～令和 2 年、日本ライフセー

ビング協会の「ANNUAL REPORT」5）を 2009 年～2012 年、2015 年

～2020 年のデータを使用した。ただし、本報告では紙面の都合上、

上記の統計データを約 5 年間分使用し、遊泳者の事故割合の主なデ

ータとして活用し報告する。 

3. 調査結果及び考察 

 表 1 は「ANNUAL REPORT」の各年度のパトロールログを報告し

た、海水浴場数と集客数を 5 年間分まとめた表である。この表より、2020

年の海水浴場数及び水浴客総入込数が大きく減少している。この原因と

してはコロナウイルスが発生し、開催する海水浴場が例年と比べ、少な

かったことや梅雨明けの時期が遅かったことが原因として挙げられてい

る。他の 4 年間は、報告水浴場数約 200 カ所、水浴客総入込数約 830 万

～1170 万人となっている。 

図１は「ANNUAL REPORT」にある海難事故の自然要因データを近年

の 5 年間分まとめた図である。この図より、海難事故の要因として最も

多いのが離岸流に流されるが 38％、次に多いのが風に流されるが 30％で

ある。風に流されるのは、遊泳中の浮具を使用中等である。その次が沿岸流に流される、陥没・急深にはまる

の順となっている。 

 図２は「海難の現況と対策」内の遊泳中の事故内容データを平成 28 年～令和 2 年までの 5 年間分をまとめ

た図である。この図より、例年最も多い事故は「溺水」で次に「帰還不能」、「負傷」と続く。「溺水」と「帰

還不能」が事故の大半を占めている。「負傷」はクラゲに刺されたや岩場などで起きた負傷となっている。図

３は「海難の現況と対策」の中の全国の場所別事故発生数を平成 30 年～令和 2 年までの 3 年間でまとめた図

である。この図より、過去 3 年間とも、「遊泳可能な海水浴場」での事故が最も多くなっている。次に「遊泳

止海域」、「海水浴場（遊泳不可）」、となっているが、令和元年のみ海水浴場（遊泳不可）と遊泳禁止海域での 
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表 1 報告水浴場数と水浴客総入込数 

図 1 海難事故の自然要因割合 

図 2 事故内容別割合 
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事故数がほぼ同程度の割合となっている。過去 3 年間とも、

「その他」の割合が多くなっているが、「その他」には、管理

されていない海水浴場や遊泳禁止海域以外での海域,シーズ

ン外の海水浴場等で起きた事故が含まれている。 

4. 離岸流観測の試み 

著者ら 7)は UAV 空撮画像を用いた河川表面流の PIV 解析

を試み、主要な表面流速を把握することができた。そこで、

今回は波と流れが共存する海域において、流速等を把握でき

るか検討を行った。流速が把握できれば、強い流速を持つ離

岸流に適用できるのではないかと考え離岸流観測を試みた。 

写真 1 は、観測地点の仙台市深沼海水浴場であり、赤枠で囲っているカ所が

調査対象領域である。観測日時は 2021 年 12 月 10 日、11：00～12：00 である。

写真 2 は、UAＶに搭載されている CCD カメラで上空 100m から撮影した動画か

ら写真を取り出した一部である。なお、当日の波浪として、ナウファス 8)より、

仙台港沖水深 20ｍ地点で波高 2.0～2.3ｍ、有義波周期は約 13.0s であった。本観

測地点の有義波高、砕波水深は、合田 9)の砕波帯内の有義波高の最大値𝐻ଵ ଷ⁄ ௉௘௔௞

及びその出現水深ℎଵ ଷ⁄ ௉௘௔௞より、𝐻ଵ ଷ⁄ ௉௘௔௞ ≒ 2.8𝑚、ℎଵ ଷ⁄ ௉௘௔௞ ≒ 5.4𝑚であった。図

4 は、フレームレート 30FPS（1 秒間に 30 枚）で撮影した動画を用いて PIV 解

析した結果を示したものである。図より、離岸堤間から入射してくる波（流速）

や汀線近傍付近の波向や流速がある程度読み取ることができると思われる。ただ

し、離岸流と思われる流れを捉えることはできなかったが、波と流

れの共存場において流速がある程度計測できることは、離岸流が発

生していれば、計測できる事を示唆しているものと思われる。今後、

更なるデータ収集や解析に改良を加え離岸流の計測を試みる予定で

ある。 

5. あとがき 

海難事故の要因として最も多いのが「離岸流に流される」の

38％、次に多いのが「風に流される」の 30％であ

った。例年最も多い事故は「溺水」で次に「帰還不

能」、「負傷」と続き、「溺水」と「帰還不能」が事

故の大半を占めている。場所別事故発生数は「遊泳

可能な海水浴場」での事故が最も多くなっている。

離岸流観測の試みから、波と流れの共存場において

流速がある程度計測できることは、離岸流が発生し

ていれば計測できる事を示唆しているものと思われ

る。 
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図 3 場所別事故発生割合 

写真 1 深沼海水浴場 観測地点

（Google Earth）10) 

写真２ PIV 解析前（元画像） 

図 4 PIV 解析結果（12 月 10 日） 
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